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ＩＴコーディネータ業務契約書（見本）について

はじめに
今般、ＩＴコーディネータの皆様より要望の多かったＩＴコーディネータ業務契約書のサンプル（見本）を作成しました。

ＩＴコーディネータは、経営者の立場に立って広い分野に亘って活動し、遂行する業務の始まりや終わりも様々であり、ＩＴＣプロセスフェーズ単位や複数のプロセスをまたがる場合もあります。
ＩＴコーディネータとしては、活動内容に即した適切な契約にもとづく業務の遂行が必要です。このため、ＩＴコーディネータの業務について再整理を行い、業務を公正円滑に進めることができる契約形態を検討しました。

この契約書サンプルは、ＩＴコーディネータの多くの活動に適用される準委任形式による契約を想定して作成しました。なお、準委任形式による業務受託は、取引先の主体的な業務遂行を支援するものであり、ITコーディネータは、成果物に関して義務を負うものではありません。
この契約書サンプルは、ＩＴコーディネータが取引先との業務を開始するにあたり、業務内容や形態を確認し、それぞれの案件に適した契約書として必要に応じて追加・修正・削除等を行うことを想定して、作成しています。
　ＩＴコーディネータが締結する個々の契約に従って不要または不適切な条文は削除、または追加・変更し、最も適切な契約書を作成して下さい。なお、条文番号は自動的に変化しませんので、適宜条文の番号を変更して活用ください。

なお当然ながら、契約内容不備の場合の一切の責任は、契約書を作成、締結した当事者にあります。

　

契約書サンプルの構成
1 ＩＴコーディネータ業務委任契約書

2 ＩＴコーディネータ業務仕様書

3 業務終了報告書　兼　業務終了確認書

ＩＴコーディネータ業務委任契約書

ＩＴコーディネータが取引先と業務を開始するにあたり、契約を締結するときに使用します。契約書条文の構成は以下のとおりです。

第1条 　　（契約の目的）
第2条 　　（本件業務の範囲）
第3条 　　（本件業務の実施期間）
第4条 　　（報酬・諸費用とその支払）
第5条 　　（報告書）
第6条 　　（協力義務）
第7条 　　（協力体制）
第8条 　　（再委託）
第9条 　　（遅延のときの措置）
第10条 　　（機密保持）
第11条 　　（個人情報保護）
第12条 　　（著作物の利用）
第13条 　　（産業財産権）
第14条 　　（第三者の権利侵害）
第15条 　　（譲渡の禁止）
第16条 　　（責任の制限）
第17条 　　（不可抗力）
第18条 　　（契約の解除）
第19条 　　（契約の変更）
第20条 　　（管轄裁判所）

第21条 　　（倫理基準）

第22条 　　（契約期間）

第23条 　　（信義誠実）

ＩＴコーディネータ業務仕様書

ＩＴコーディネータ業務は、広い範囲に亘ります。個々の業務内容を詳細にＩＴコーディネータ業務委任契約書中に記載することは困難です。
このため、ＩＴコーディネータ業務委任契約書 第２条は、「甲および乙は、本件業務の委任の都度、委任業務を具体的に定めたＩＴコーディネータ業務仕様書（以下｢仕様書｣という。）を作成する。」と定め、個々の業務内容の詳細を記述した仕様書を作成し、甲乙両者で文書にて合意することにしています。
業務終了報告書　兼　業務終了確認書

ＩＴコーディネータは業務終了にあたって、ＩＴコーディネータ業務委任契約書 第５条により「乙は、受任した業務の終了の都度、業務終了報告書を甲に提出し、甲の確認を得るものとする。」と定めています。また、ＩＴコーディネータは業務終了確認書を受領します。
これにより、業務の終了を甲乙双方で確認します。証として、２部作成、押印し、双方で保有することが望ましい。
契約にあたっての主な留意点
このサンプルをもとに契約書を作成する場合には以下の点に留意して下さい。

１．取引先と契約を結ぶ場合、下記の項目を十分に検討して下さい。

①　委託内容と金額の妥当性。
②　選択理由がトップマネジメントに対して説得力があるか。
③　委託内容は明確か。

④　仕様変更の手続は明確か。

⑤　業務終了の手続は明確か。

２．契約と法律の位置づけ
①　契約　　（契約書が最も効力がある）

②　商法　　（契約書に記載されていない事項は商法がカバーする）

③　民法　　（商法でカバーされていない事項は民法がカバーする）

３．委任契約と請負契約の相違

システム開発委託契約は民法上の契約の区分からいうと、委任（法律行為以外の委任なので、法律用語では「準委任」）あるいは請負契約と考えられます。請負は「仕事や物（プログラムなど）の完成」を約すことが契約の目的であり、委任は「プログラムを開発するために知識や労力といった業務処理サービスの提供」をすること自体が契約目的となります。換言すれば、請負において対価を得るためにはプログラムを完成させなければなりません。
　委任において対価を得るためには、プログラムを開発するために知識や労力などのサービスを提供しなければならないということですが、委任においてはプログラムの完成ということは約束されてはおりません。即ち、プログラムが完成しなくても、今までになした履行（サービスの提供）の割合に応じて報酬の請求ができます。また、定額の請負においては、原則として経費が増加しても契約金額を変更することはできません。これに対し委任の場合は、契約で限定していない限り、委任事務の処理（この場合、システム開発のための役務の提供）に必要な費用を請求できます。

（参考）委託と委任について
　　　委託という言葉は法律用語ではなく取引用語であり、法律用語としては委任（契約）と請負（契約）しかありません。委託という用語が使用されている場合は、契約全体をみて請負契約であるか委任契約であるかを判断しなければなりません。
　①　完成責任はどうか

②　仕事の完成を約束しているかどうか

を中心に判断することがポイントです。
       仕事の完成を約束しているのであれば（仕事が完成しなければ代金が支払われない、即ち、代金の支払いの条件が仕事の完成となっている）たとえ「委託契約」という名称になっていても請負契約ということになります。契約名称だけではなく、契約全体をみてその実質内容から判断しなければなりません。
委任＝知識や労力といった役務（サービス）の提供

請負＝仕事の完成を約束している

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上








































（参考）契約文書の必要性





契約は法律上の拘束をもたらす約束です。契約は口頭合意でも成立しますが、以下のような理由で書面を作成します。


・双方の約束が明確になります。


・トラブルの防止のためにも必要です。


・紛争になった場合の証拠になります。
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